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はじめに

日本の経済を支えた産業の一つである家電産業は、他国とは異なり大企業が片手以上あ
ることが競合をあおりガラパゴス化や、世界の標準化に大きく遅れるなどの変革に直面し
ている。さらに、日本を代表する家電企業が海外の精密工業傘下にて再出発し、効率化の
推進により立て直しが顕著となっていること、低燃費の国産発の小型ジェット旅客機製造
においては、再三の納期延期を重ね、さらには量産計画の縮小にまで追い込まれる状況に
なっていることなど、ものづくり立国と称した日本の製造分野が揺らぎつつある。

戦後は、中卒者を中心に職業訓練の実施による質の高い多くの技能労働者の輩出により
高度成長を達成したが、高学歴化が大きく影響し、職業能力開発（職業訓練）修了者の減
少が、生産現場における技能労働者の必要性・重要性と相まって、団塊の世代を中心とし
た高齢な熟練技能者の技能力に未だに頼ることが多い状況下となっている。技能者育成の
場である職業能力開発では、訓練内容が製造業であれば，ものづくりの基盤技術分野を担
う人材育成であり、日本企業の競争力基盤の強化に果たす役割が大きく、日本のものづく
り基盤を支える人材輩出となってきつつある。

さて、「職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）」に定められている「職業訓練基
準」は、職業訓練の品質を維持するとともに訓練を効果的に実施するために規定されてい
る。一方、地域ニーズ等を取り入れた職業訓練基準の弾力的な運用も行われているところ
であるが、国として一定の職業訓練基準を示していくことは、こうした訓練の標準あるい
はベースともなるものであり、不断の見直しが求められている。職業能力開発総合大学校
基盤整備センターでは、これまで厚生労働省と連携しながら職業訓練基準の見直しに係る
調査研究をすすめてきた。調査研究のすすめ方としては、職業能力開発施設へのアンケー
ト調査及びヒアリング調査を実施するなどしながら４回にわたる基礎研究会で検討を行っ
た。本年度は、建築・土木分野について現行の職業訓練基準を基にその見直しを検討して
きたところである。本報告書は、研究会において調査・検討した内容を平成２８年度の職
業訓練基準の見直し報告書としてまとめたものである。

本報告書が、国及び都道府県等の行政機関をはじめ職業能力開発関係機関及び民間教育
訓練機関が行う職業訓練コースの設置・運営等に関する基礎資料として活用されることを
期待したい。

おわりに、本研究にご助言をいただいた厚生労働省及び研究会の委員並びにアンケート
調査、ヒアリング調査にご協力いただいた関係各位に心から感謝申し上げる。

　２０１７年３月

職業能力開発総合大学校
基盤整備センター

所　長　内田　修一
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